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第１ 趣旨
この要領は、自らの農業経営の改善、先進的な生産技術の活用、６次産業化、

消費者ニーズを踏まえた独自の市場開拓の取組、農業の「働き方改革」に取り

組むなどの、意欲と能力のある担い手の一層の経営発展を図るため、農林水産
功績者等表彰規程（昭和29年農林省訓令第９号）第４条ただし書及び第６条た

だし書の規定に基づき、これらの取組において優れた功績をあげた者及び次世

代の担い手育成、農地の集積・集約化の推進等の担い手の経営発展を支える取

組において優れた功績をあげた者に対する農林水産大臣（以下「大臣」という。）、
農林水産省経営局長（以下「経営局長」という。）及び別に定めるところにより

大臣の承認を受けて設置される全国担い手育成総合支援協議会（以下「全国協

議会」という。）の会長の賞状の授与について、必要な事項を定める。

第２ 実施主体
この表彰は、農林水産省及び全国協議会の共催により行う。

第３ 表彰の対象となる取組及び表彰を受ける者

（１）表彰の対象となる取組は、以下のとおりとする。
① 経営改善部門

自らの農業経営の改善、規模拡大や所得向上などの取組

② 生産技術革新部門

生産現場におけるロボット技術による作業の効率化、ＩＣＴによる生産管
理、複数作業を可能とする農業機械による低コスト化などの農業経営におけ

る先進的な生産技術の活用の取組

③ ６次産業化部門
食品産業や他の農業者等と緊密に連携して実施される農業生産と一体とな

った加工・販売や地域資源を活用した新たな産業の創出を促進する６次産業



化（輸出を含む。）の取組

④ 販売革新部門
消費者ニーズを踏まえた独自の市場開拓、特色ある農産物の強みを生かし

た生産・販売などの顧客に新たな価値を提供する独創性のある農業経営の取

組

⑤ 働き方改革部門
生産性が高く、「人」に優しい職場環境づくり（農業の「働き方改革」）の

取組

⑥ 担い手づくり部門
ア 担い手の経営発展を支えるための農業技術の指導、経営相談への対応な

どの取組及び新規就農希望者や独立・自営就農希望者の研修受入れなどの

次世代の経営体の育成の取組

イ 農地中間管理事業等を効率的かつ効果的に活用した農地の集積・集約化
に関する現地でのコーディネートなどの取組（前年度までの過去３年度に

おいて、コーディネート活動を行った結果、農地中間管理事業を活用して

農地集積・集約化が行われた地区（農業集落、大字、学校区等、人・農地

プランの作成及び実行のための実質上の話合いの単位となっているものを
いう。以下「対象地区」という。）が３地区以上あるものに限る。）

（２）賞状は、以下に該当する者に対して授与する。

① （１）の①から④まで掲げる部門にあっては、当該部門の内容に沿って積
極的に活動している認定農業者（農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第

65号）第12条第１項の規定に基づき市町村の認定を受けた者をいい、同法第

23条第７項の規定に該当する特定農業法人を含む。）のうち、その経営規模

が農林水産祭表彰要領（昭和37年６月12日付け37総第1369号農林事務次官依
命通達）別表 ②の「経営」欄の各部門ごとに規定する最低基準（以下「最

低基準」という。）を満たしているもの

② （１）の⑤及び⑥のアに掲げる部門にあっては、当該部門の内容に沿って

積極的に活動している農産物の生産（委託を受けて農作業を行う場合を含
む。）を行う農業者（集落営農組織を含む。）のうち、その経営規模が最低

基準を満たしているもの

③ （１）の⑥のイに掲げる部門にあっては、当該部門の内容に沿って積極的
に活動している者（農地利用最適化推進委員（農業委員会等に関する法律（昭

和26年法律第88号）第17条第１項に規定する農地利用最適化推進委員をい

う。）又は農業委員（以下「推進委員等」という。）を除く。）又はチーム（チ

ームの全ての構成員の氏名及びそれぞれの業務分担が、都道府県又は農地中
間管理機構（農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第101号）

第４条第１項の規定に基づき都道府県知事の指定を受けた者をいう。以下「機

構」という。）が作成する規約や体制図等において明確になっており、かつ、
定期的に打合せが実施されているものに限り、推進委員等が構成員に含まれ

ているものを含む。）

（３）なお、過去に大臣賞の受賞歴があるもの（前回受賞時と比べ取組が著しく

進歩・発展していると全国優良経営体表彰審査委員会（以下「審査委員会」
という。）が認めたものは除く。）又は当該年度における表彰で大臣賞若しく

は農林水産省の内部部局及び外局の長の賞状の受賞が確定しているものは除

く。

第４ 大臣表彰
大臣の賞状は、第３の（１）の①から⑥までに掲げる各部門（以下「各部門」



という。）ごとに経営体等（第３の（１）に掲げる部門の取組を行った個人又は

法人その他の団体をいう。以下同じ。）に授与する。
各部門の授与点数は以下のとおりとする。

なお、①の経営改善部門は、農業分野での女性活躍の観点から、女性が経営

に参画する経営体等に授与する場合にあっては、経営改善部門（女性活躍）と

して授与するものとする。
① 経営改善部門 ４以内

② 生産技術革新部門 ３以内

③ ６次産業化部門 ２以内
④ 販売革新部門 ２以内

⑤ 働き方改革部門 １以内

⑥ 担い手づくり部門 ３以内

第５ 経営局長表彰
経営局長の賞状は、各部門ごとに経営体等に授与する。

各部門の授与点数は以下のとおりとする。

なお、①の経営改善部門は、農業分野での女性活躍の観点から、女性が経営

に参画する経営体等に授与する場合にあっては、経営改善部門（女性活躍）と
して授与するものとする。

① 経営改善部門 ４以内

② 生産技術革新部門 ３以内
③ ６次産業化部門 ２以内

④ 販売革新部門 ２以内

⑤ 働き方改革部門 １以内

⑥ 担い手づくり部門 ３以内

第６ 全国協議会会長表彰

全国協議会の会長は、大臣表彰又は経営局長表彰に準ずる者と認められる者

に対して各部門ごとに賞状を付与することができる。

第７ 表彰手続

１ 都道府県段階における推薦

（１）都道府県知事又は都道府県農業再生協議会、都道府県担い手育成総合支援

協議会、都道府県認定農業者協議会、都道府県農業委員会ネットワーク機構、
都道府県農業法人協会その他の関係機関（以下「都道府県知事等」という。）

は、認定農業者の経営発展の取組及びこれを支える取組についての優良事例

を把握（認定農業者等の自薦を含む。）し、市町村や都道府県普及指導セン
ター等の関係機関の意向にも配慮しながら推薦調書（別紙様式第１号）を作

成することができる。

（２）都道府県知事等は、推薦調書に部門ごとに定められた選定調書（別紙様式

第２号から第５号まで）を添付して、地方農政局長（北海道にあっては経営
局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長。以下同じ。）宛に推薦す

ることができる。

２ 事前審査

地方農政局長は第７の１により推薦のあった経営体等について、別表第１か
ら第４までの選賞審査基準に基づき、各部門ごとに審査を行い、審査した結果

を部門ごとに定められた事前審査検討表（別紙様式第６号から別紙様式第９号



まで）にとりまとめの上、都道府県の推薦調書及び選定調書を添付して、毎年

６月15日までに経営局長及び全国協議会の会長に提出する。

３ 選賞審査

（１）経営局長は、推薦のあった経営体等の選賞審査を円滑に進めるため、全国

協議会の会長と連携し、審査委員会を設置する。

（２）審査委員会は、第７の１及び２により推薦された経営体等について書面審
査を行うとともに、必要に応じて現地調査その他の確認調査を実施し、これ

らの結果に基づき、各部門ごとに大臣賞、経営局長賞及び全国協議会会長賞

を決定する。
（３）なお、選定に当たっては、別表第１から第４までの選賞審査基準に従うも

のとする。

第８ その他

１ 第４の規定に基づき大臣の賞状の授与を受けた者（ただし、第３の（１）の
⑥のイに掲げる部門について大臣の賞状の授与を受けたものは除く。）は、農

林水産祭開催要綱（昭和37年６月12日付け37総第1369号農林事務次官依命通達）

第４の３の（１）に掲げる６部門（農産・ 蚕糸、園芸、畜産、林産、水産及
び多角化経営）のいずれか１部門及び第４の３の（４）に掲げる女性の活躍に

係る表彰の出品財とすることができる。

２ 農林水産祭において、夫婦連名大臣賞表彰を推進し、女性の活躍の出品財の

充実を図る観点から、本表彰では、配偶者の貢献度が極めて高い場合は、夫婦
連名による推薦を可能とする。

３ 本表彰に当たって取得した個人情報については、全国優良経営体表彰におけ

る経営紹介や、事例集等の資料作成等を通じて公表されることがあることにつ

いて、あらかじめ調査対象者の合意を得た上で、個人情報の保護に関する法律
（平成15年法律第57号）その他の関係法令に基づき、適正に管理するものとす

る。

４ 農林水産省は、本表彰の実施に係る事務を委託できることとする。

附 則

１ この通知は、令和元年５月８日から施行する。

２ この通知の施行の際現にあるこの通知による改正前の様式（次項において

「旧様式」という。）により使用されている書類は、この通知による改正後
の様式によるものとみなす。

３ この通知の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、こ

れを取り繕って使用することができる。

附 則

１ この通知は、令和３年４月１日から施行する。

２ この通知の施行の際現にあるこの通知による改正前の様式（次項において

「旧様式」という。）により使用されている書類は、この通知による改正後
の様式によるものとみなす。

３ この通知の施行の際現にある旧様式については、当分の間、これを取り繕

って使用することができる。
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